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１ 地方公会計制度の概要
・民間企業の会計手法の考え方を取り入れた公会計制度で

（総務省による統一基準）、平成29年度決算から公表開始

・財務書類３表を作成し、現行の現金主義会計を補完する

現金収支に基づく予算の適正・確実な執行

発生主義会計の考え方により、以下が分かる

① 県の保有する資産・負債の総額(ストック)

② 行政活動に要した全てのコスト(フルコスト)

現金支出を伴わないコストも含まれる

補完

地方公会計財務書類

1

「一般会計等財務書類」を作成（本資料の単位）
（一般会計と、地方公営事業会計以外の特別会計の合算。国民健康保険事業会計は地方公

営事業会計に該当するため合算の対象外。また、流域下水道事業会計は令和２年度から

地方公営企業法の一部適用を受けるため合算の対象外。）

従来からの歳入歳出決算

財務書類の対象会計

２ 貸借対照表

・資産・負債の総額や、

資産から負債を控除し

た純資産(正味の財産)

といったストック情報

から、年度末時点の財

務状況を把握

2

資産

純資産
(資産-負債)

負債
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資産合計

48,080

純資産 1,617

純資産比率
資産 負債・純資産

負債のうち、

臨時財政対策債

負債合計

46,463

22,090 47.5%

3.4%

3

（単位：億円）

図１ 資産･負債･純資産(貸借対照表)

臨時財政対策債：国から交付される地方交付税の不足額を補填するために発行する

地方債で、償還費用は後年度の地方交付税で措置される

純資産比率：資産合計に対する純資産（正味の財産）の割合。純資産÷資産総額

臨時財政対策債の割合が大きく、
正味の財産である純資産が
（資産合計－負債合計）
相対的に小さくなっている

基金(固定資産)

6,218 61.1%
投資及び出資金

2,554 25.1%

長期貸付金等

1,412 13.9%

土地 12,498

72.9%

建物 4,224

24.7%

工作物 246

1.4%

その他 167

1.0%

有形固定資産

(事業用資産)

17,135 35.6%

有形固定資産

(インフラ資産)

17,783 37.0%

投資その他の資産

10,185 21.2%

その他

2,977

6.2%

4

図２ 資産の内訳(貸借対照表)

（単位：億円）

土地 3,313

18.6%

建物 127

0.7%

工作物 13,143

73.9%

建設仮勘定

1,200 6.7%

有形固定資産：土地・建物・工作物など

（物理的な形のある固定資産）

事業用資産 ：庁舎･学校･県営住宅･県民利用施設など

インフラ資産：道路･河川･港湾などの施設
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有形固定資産 35,493

有形固定資産 35,079 (△ 414)

その他（固定資産）

10,079

その他（固定資産）

10,222(+ 143)

流動資産

2,786

流動資産

2,778(△ 8)

H29

年

度

H30

年

度

固定資産 (      )

固定資産

資産合計

(      )

資産合計

45,302

45,572

△ 270

48,080

△ 278

48,358

減価償却：年月の経過による固定資産の価値減少分を表したもの 5

（単位：億円）
（括弧内の数値は対前年度比較の増減額）

図３ 資産の推移(貸借対照表)

・インフラや県立学校等の資産整備を実施しているが、既存施設の
減価償却費の方が大きいため、有形固定資産・資産合計が減少

県債 21,188

県債 20,204 (△ 985)

臨時財政対策債

21,378

臨時財政対策債

22,090(+ 712)

その他 4,347

その他 4,170

(△ 178)

H29

年

度

H30

年

度

負債合計

(   )

負債合計

46,463

46,913

△ 450

図４ 負債の推移(貸借対照表)

6

・県債償還が進んだことで、臨時財政対策債を除く県債残高が減少
・県債残高の減少などにより、県全体の負債合計も減少

（単位：億円）
（括弧内の数値は対前年度比較の増減額）
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３ 行政コスト及び純資産変動計算書

＜行政コスト計算書部分＞

・経年による資産価値の減

少など、現金支出を伴わ

ないコストを含めた、一

年間の行政活動に要した

「フルコスト」を把握

＜純資産変動計算書部分＞

・コストが税収等の財源で

賄えているかを把握

・純資産（正味の財産）の

増減内訳を把握
7

行政コスト

計算書

純資産変動

計算書

人件費 4,916

人件費 5,030

( )

物件費等 2,180

物件費等 2,245 ( )

その他の業務費用 594

その他の業務費用 537 ( )

補助金等 8,648

補助金等 7,108

( )

その他の移転費用 319

その他の移転費用 723 ( )

臨時損失

92

臨時損失

162( )

H29

年

度

H30

年

度

業務費用

移転費用 (        )

業務費用 (     )

移転費用

費用合計

(    )

費用合計

15,804
△ 945

16,7497,690

7,811

8,967

7,831
+ 114

+ 65

△ 57

△ 1,540

+ 404
+ 70

+ 122

△ 1,136

8

図５ 行政コストの推移( )行政コスト及び純資産変動計算書
のうち、行政コスト計算書部分

・県費負担教職員制度の見直しに伴う政令市への税源移譲によって
税交付金が減少したこと等により、補助金等（税交付金）が減少

（単位：億円）
（括弧内の数値は対前年度比較の増減額）
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H29年度末純資産残高 1,445

H30年度純資産変動額 172

H30年度末

純資産残高

1,617

9

図６ 純資産の変動( )行政コスト及び純資産変動計算書
のうち、純資産変動計算書部分

（単位：億円）

本年度差額：税収等の｢財源｣と｢純行政コスト｣の差額。なお、純行政コストには
資産整備や県債償還などに係る支出を含まないため、｢本年度差額｣
は、単純に年度末時点の現金等の余剰を意味するものではない。

①純行政コスト △15,099
（行政コスト計算書の収益と費用の差額）
②財源（税収等・国等補助金） 15,446
③本年度差額（①＋②） ＋346
④その他変動 △174

H30年度純資産変動額（③＋④） ＋172

・財源が純行政コストを上回り、本年度差額がプラス
⇒ 行政コストが財源で賄えているといえる
⇒ 純資産残高も増加

純資産の
増減要因

・収入・支出を３つの活動

①業務活動

②投資活動

③財務活動

に分類して表し、

一年間の現金の動きを体系的

に示したもの

４ 資金収支計算書

10

①業務活動

②投資活動

③財務活動
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財務活動

3,772

財務活動

4,082

投資活動

1,812

投資活動

2,819

業務活動

18,638

業務活動

17,403

収入項目 支出項目

業務活動収支

＋

＝

＋

投資活動収支

財務活動収支

本年度資金

収支額

収入総額
24,222

支出総額
24,304

+ 1,235

△ 1,007

△ 310

△ 82

本年度末

資金残高
202

図７ 資金収支の状況(資金収支計算書)

11

… 県債の発行・償還の収支など

… 通常の業務活動に関する収支
（税収･人件費･物件費など）

… 公共施設の整備、基金の
積立･取崩に伴う収支など

＋ (税収等＞通常の支出)

△ (基金取崩等＜積立等)

△ (県債発行＜償還等)

⇒税収等(業務活動収支のプラ

ス)により、公共資産の整備

や県債の償還を進めている

業務

投資

財務

（単位：億円）

資金収支計算書

金額

業務活動収支 1,235
投資活動収支 △ 1,007

財務活動収支 △ 310

本年度資金収支額 △ 82

前年度末資金残高 284
本年度末資金残高 202

129

331

科目

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

行政コスト及び純資産変動計算書

科目 金額

費用 15,804

収益（使用料など） 705

純行政コスト △ 15,099

財源（税収など） 15,446

本年度差額 346

その他変動 △ 174

前年度末純資産残高 1,445

本年度末純資産残高 1,617

歳入歳出決算書（官庁会計）

科　目 金 額

歳入 30,839

歳出 30,637

歳入歳出差引残額 202

貸借対照表

科目 金額 科目 金額

資産 48,080 負債 46,463

純資産 1,617331
うち、現金預金

５ 財務書類の総括と相互関係

*1 貸借対照表の現金預金の金額は、資金収支計算書の本年度末現金預金残高と一致する
*2 貸借対照表の純資産は資産と負債の差額として計算され、行政コスト及び純資産変動計算書の本年度末純資産残高と一致する
*3 資金収支計算書の本年度末資金残高は、歳入歳出決算書（従来からの官庁会計）の歳入歳出差引残額と一致する

（単位：億円）

*1

*3

*2

12


